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政府の統計によれば、2019（令和元）年における我が国の宗教信者数は、1 億 8,300 万人にの
ぼる5。これは、同じ年の１月における我が国の総人口 1 億 2,600 万人6を上回る数字である。また、
2020 年の正月三が日には、明治神宮だけでも約 318 万人が初詣に訪れた7。イスラム教の大巡礼
                                                   
1 芦部信喜著、高橋和之補訂『憲法〔第六版〕』岩波書店、2015 年、p.160. 
2 百地章「宗教法と犠牲者の葬送・追悼・慰霊―被災者の心のケアも含めて―」『宗教法』第 32 号、
宗教法学会、2013 年、p.133. 
3 津久井進「被災地の宗教的施設の再建支援と政教分離原則」『宗教法』第 32 号、宗教法学会、
2013 年、p.143 
4 宮澤俊義著・深瀬忠一補訂『新版補訂 憲法入門』勁草書房、1993 年、p.137. 








7 「「早く元の生活に」 感染対策で参拝者減―コロナ終息願い初詣・明治神宮など」2021 年 01 月
02 日 15 時 49 分、時事通信社 時事ドットコムニュース（2021.1.14 閲覧）https://www.jiji.




























                                                   
com/jc/article?k=2021010100272&g=soc 





第 20 号、2004 年、p.261. 
11 A・ラトレイユ、A・シグフリード『国家と宗教』仙石政夫・波木居齊二訳、岩波現代叢書、1958 年、
p.119. 
12 「宗教と国家」『法律学辞典』岩波書店、1935 年、p.1220. この項目の執筆者は田中耕太郎博
士。 
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なお、政教分離を英語で Separation of Church and State、フランス語でも
Séparation des Églises et de l'État と呼ぶのは、国家と教会（宗教団体）とが
互いに干渉することを禁止するという考えに基づくものと思われる。 
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国家の非宗教性の宣言について、例えばフランスでは憲法第１条において La France est une 












                                                   
15 百地、前掲『憲法と政教分離』、p.60. 
16 辻村みよ子『憲法（第 5 版）』日本評論社、2016 年、p.188. 









成立時期をいわゆる政教分離法（1905 年）の制定から約 20 年後のこととしている」とされる17。 
また、1951 年にフランスで書かれた『国家と宗教』は、「フランスの政教分離法は（中略）教会に対


















                                                   





21 芦部、前掲書、pp.153-154. 長尾一紘『日本国憲法《新版》』世界思想社、1988 年、
p.170. 
22 佐藤幸治『憲法（第三版）』青林書院、1995 年、p.489. 
23 伊藤博文『帝国憲法皇室典範義解』丸善、1935 年、p.52. 
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日本国憲法は 
① 「信教の自由は、何人に対してもこれを保障する」（20 条 1 項前段）、「何人も、宗教上の行














2.2.1  厳格な政教分離と見る説（多数説） 
我が国の政教関係について、多くの学説は「国家と宗教とを厳格に分離し、相互に干渉しないことを
主義とする」26 、「国教の存在を認めず、国家と宗教との分離を徹底しようとするもの」27 などとして、厳格







                                                   
24 大石『憲法と宗教制度』有斐閣、1996 年、p.235. 芦部、前掲書、p.159. 長尾、前掲書、
p.174. 佐藤、前掲書、p.499. 
25 名古屋高判昭 46・5・14 行裁例集 22-5-680 
26 芦部、前掲書、p.160. 
27 佐藤、前掲書、pp.498-499. 















































                                                   




































































                                                   
34 同書、pp.160-162. 
35 最大判昭和 52・7・13 
36 伊藤正己・園部逸夫編『現代法律百科大辞典』第 5 巻、ぎょうせい、2000 年、pp.14-15.この
項目の筆者は野坂泰司教授。 






































39 大原康男・百地章・阪本是丸『国家と宗教の間』日本教文社、1989 年、pp.23-24. 
40 大石、前掲書、p.246. 
41 小嶋和司『憲法学講話』有斐閣、1982 年、p.221. 
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42 小嶋『憲法概説』良書普及会、1987 年、pp.193-195. 
43 同上 




































阪本是丸教授は、国家神道を研究する視点として次の 3 点を挙げ、その困難を指摘される51。 
                                                   














































53 村上重良（1928−1991）昭和時代後期の宗教学者。昭和 3 年 10 月 10 日生まれ。日本の
近代宗教史,とくに新宗教の研究に業績をのこす。昭和 34 年「近代日本宗教史の研究」で日本宗教





























                                                   








背後にあるもの」『宗教と社会』14 号、「宗教と社会」学会、2008 年、p.69. 
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58 島薗進『現代救済宗教論』青弓社、2006 年、p.49. 
59 村上重良『国家神道』岩波新書、1970 年、pp.58-60. 
60 梅田義彦『改訂増補 日本宗教制度史＜近世編＞』東宣出版、昭和 47 年、p.24. 
61 「奏者番」『日本国語大辞典』ジャパンナレッジ（2020.10.17 閲覧）





































66 松本彪・久宗周二「視覚障害者の職業に関する一考察」、高崎経済大学論集第 55 巻第１号、
2012 年、p.46. 
67 大場、前掲論文、p.40. 



























                                                   
68 梅田、前掲書、p.28. 
69 同書、pp.28-29. 
70 江戸幕府の法典。2 巻。8 代将軍徳川吉宗の命で編纂をはじめ、寛保 2 年（1742）に完成。



































                                                   
73 清水紘一『織豊政権とキリシタン』岩田書院、2001 年、pp.138-142. 













しかし、1587 年（天正 15 年）、それまで布教を容認していた豊臣秀吉が突如宣教師追放令を出



















                                                   
78 清水、前掲書、pp.169-175 
79 大原・百地・阪本是丸、前掲書、p.140. 
80 小泉洋一『政教分離と宗教的自由』法律文化社、1998 年、pp.3-4. 
81 梅田、前掲書、p.41. 
82 同書、pp.39-41. 
83 浅見雅一『概説キリシタン史』慶應義塾大学出版会、2016 年、pp.90-91 
84中世、主家から恩給、扶持を受けて家臣となっている者。また、領主の命を受けて領地を支配する
者。『日本国語大辞典』ジャパンナレッジ（2020.10.21 閲覧）




































89 圭室文雄「檀家制度の成立と展開」『明治大学教養論集』447 号、2009 年、pp.52-54. 



























                                                   
90 多ヶ谷有子「中世キリスト教と仏教における地獄の恐怖―死後の魂の救いの可能性をさぐる―」『関













































差別民について」『人文論叢』第 29 号、三重大学人文学部文化学科、2012 年、pp.25-27. 











































                                                   









































112 中村元『仏教語大辞典 縮刷版』東京書籍、1981 年 
113 『日本仏教史辞典』吉川弘文館、1999 年 






























                                                   
114 同上 

























江戸時代においては、神社は約 12 万、寺院は約 9-10 万存在したと思われる。明治 6 年の統計で
は、神社 12 万 3 千余、寺院 8 万 8 千余とされる。新寺建立は幕府法によって原則として禁止されて
いたが、諸藩の方針で統廃合されたケースもある128。 
水戸藩では光圀の時に、新建の寺院 997 か所を破壊したが、これは廃仏の意に出たものではなく、



































伊勢神宮の式年遷宮が復旧されると 1645 年には伊勢例幣が再興され、1679 年に石清水祭、





















































                                                   
134 圭室、前掲論文、p.44. 
135 圭室、前掲論文、p.34. 
136 松嶌明男『礼拝の自由とナポレオン－公認宗教体制の成立』山川出版社、2010 年、p.65. 































                                                   
137 島薗、前掲書、p.49. 
138 村上、前掲書、pp.58-60. 
139 新田邦達『宗教行政法要論』敬文堂書店、1933 年、p.31. 
140 織田萬『日本行政法原理』有斐閣、1934 年、p.300. 
141 『世界大百科事典』平凡社、1972 年。この項目の執筆者は佐木秋夫氏。 
































                                                   

















































































































                                                   
150 新田邦逹、前掲書、pp.29-41. 
151 ヴォルテール、中川信・訳『寛容論』中公文庫、2011 年、pp.42-43. 
152 「内教」「外教」については、本論文 pp.75-76.参照 



































                                                   
153 大橋幸泰「16-19 世紀日本におけるキリシタンの受容･禁制･潜伏」『国文学研究資料館紀要』
12 号、国文学研究資料館、pp.130-131. 
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159荒井貢次郎「末法における佛罰の法民俗－日本中世武家法・起請文の場合-」日本印度学仏教
学会『印度學佛教學研究 16(1)』1967 年、p.295. 
160千々和到「徳川家康の起請文」『史料館研究紀要』31 号、2000 年、p.18. 
161大橋、前掲「近世日本潜伏キリシタンの信仰共同体と生活共同体」、pp.116-117. 
162内藤幹生「禁教高札撤去前後におけるキリシタン集落内部の変化」『大正大学大学院研究論集』






































































                                                   
172山本光正「諸国人にとっての江戸：社寺参詣者を中心として」『国立歴史民俗博物館研究報告』








177木崎喜代治「いわゆる「寛容令」 (1787 年)の意義について（1）」『經濟論叢』第 155 巻第 2
号、京都大学経済学会、1995 年、pp.14-15. 



























                                                   
178「津和野の殉教者を「福者」に カトリック広島司教区、認定求め調査」『朝日新聞』、2019 年 11









交・通商交渉の草創期～」『ファイナンス』平成 30 年 9 月号、財務省、p.38. 









すると、同年 3 月に、この教会を浦上村のキリシタンが訪れ、自分たちの信仰を宣教師に告白した。 
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から習った経文を、大工が版木に彫って印刷・分配するなども行われた186。 



























同年７月 14 日の深夜、秘密の教会堂を幕吏が急襲したのを皮切りに、中心的な信徒ら 68 人が
一斉に捕縛された。捕縛された信徒たちは激しい拷問を受けるとともに、改宗を求められた190 。しかし、
                                                   
186重藤、前掲論文、pp.32-33. 
187安高啓明、方圓「久留米藩今村の潜伏キリシタンの発覚と信仰生活」『西南学院大学博物館研究

















































































                                                   
196長谷川（間瀬）恵美「キリシタン神学の可能性：『天地始之事』を巡って」『桜美林論考・人文研









































































当時のアメリカは、すでに合衆国憲法修正 1 条（1791 年）が定められ、その後 19 世紀に入ると各
州とも漸次いわゆる政教分離制に移行していた。しかし、この政教分離制が意味するものは、政府による





































215開港地神戸での岡山藩兵と外国兵の衝突事件。1868 年 1 月 11 日、岡山藩兵の隊列を横切っ
たフランス水兵の制止を発端に、藩兵の威嚇発砲に英・仏・米陸戦隊が応戦、列国の神戸一時占領を
招いた。『山川日本史小辞典（改訂新版）』山川出版社、2016 年。 



























                                                   
218村上、前掲書、p.105. 
219月本昭男監修、インフォビジュアル研究所著『超図解 一番わかりやすいキリスト教入門』東洋経済


















































馨が政府の指示を求めて大阪に上った 1868（慶応 4）年 4 月 11 日以降である。翌 12 日に井上
は木戸孝允と会って浦上キリシタン問題を報告し、19 日には三条実美・木戸・伊達宗城・後藤象二




226平戸市生月町博物館 島の館ホームページ（2020.6.15 閲覧） 
https://www.hira-shin.jp/shimanoyakata/index.php/category/kouza?page=39 


























                                                   
227参与・議定は、王政復古により置かれた明治新政府の官職名で総裁とともに三職の一。参与は公
卿・雄藩の代表者から、議定は皇族・公卿・諸侯の中から選ばれたが、1869 年（明治 2）廃止され



















































                                                   
235内藤、前掲「禁教高札撤去前後におけるキリシタン集落内部の変化」、p.5. 
236重藤、前掲論文、p.52. 





































































                                                   
241鈴木、前掲論文、pp.58-59. 
242シャルル・デカントン・ド・モンブラン（1833-1894）はベルギー貴族、日本の「外国御用係」。宮永
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245片岡、前掲書 p.98. 
246津田、前掲書、pp.17-18 
247片岡、前掲書 p.96.  




















































































































だろう。梅田『改訂増補 日本宗教制度史〈近代編〉』東宣出版、1971 年、p.85. 定平「森有礼の
宗教観」 『関西学院大学社会学部紀要』 (40)、1980 年、pp.604-605. 


























牧区の信徒数は、1877（明治 10）年から 1884（明治 17）年にかけて 1,235 人から 5,574 人
に、琵琶湖以西の南代牧区では、15,387 人から 2 万人余りに増加するなど、短期間に目覚ましい発
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277國學院大學日本文化研究所『縮刷版 神道事典』1999 年、p.26. 
278村上、前掲書、p.87. 
































288明治初年の地方統治制度。1868 年（明治 1）閏 4 月の政体書により、地方統治は府藩県の
三治制とし、旧幕府直轄地を府と県に分けて知事、判事を置き、藩は従来どおり諸侯に統治させた。
71 年 7 月の廃藩置県によって府県二治制となり、三府 302 県、同年 11 月には三府 72 県となる。
「府藩県三治制」『日本大百科全書』ジャパンナレッジ（2020.11.7 閲覧）
https://japanknowledge.com/lib/display/?lid=1001000202597 
























































































































あ め の み な か ぬ し の か み
 、高御産巣日神
た か み む す び の か み
 、神産巣日神
か み む す び の か み
 ）と天照大神の四柱を祀ることを主張する田中
頼庸
よ り つ ね
 （伊勢神宮大宮司）らと、大国主大神を加えた五柱にすべきとする千家尊福





























道」『宗教法』29 号、宗教法学会、2010 年、p.64.  
311新田均、前掲書、p.82. 
312新田邦達、前掲書、p.61.   
313同上  
314新田均、前掲書、pp.77-79. 































太政官布達第 19 号以降、終戦まで続く宗教制度が確立するまでの流れを見ていく。 
1887（明治 20）年、官国幣社保存金制度が設けられた。これは 10 年間保存金を配布しそのう
                                                   
315同書、p.81. 
316同書、p.82. 
317明治 4 年に定められた僧尼の免許制は同 8 年に廃止され、僧侶の身分は私的なものとなったが、
教導職としては公的なものという二重性を持つことになっていた。教導職制の廃止によって国家による僧
侶等への任免権が完全に消滅した。阪本是丸、前掲書、pp.261-265. 
318平野武「宗教団体法下の本願寺派宗制」『龍谷法学』42 巻 4 号、2010 年、pp.5-6. 
319織田萬『日本行政法原理』有斐閣、1934 年、pp.301-302. 
320新田邦達、前掲書、p.65. 





























324保存金制度は、明治 23 年に年限が 30 年に延長され積立金も 35％となる。その後も神社が困窮


























当時の 20 万円を現在の価値に置き換えると、約 3 億円から 7 億円程度になると考えられるが334、




選)。早くから自由民権を唱え、明治 12 年「茨城新報」編集長。13 年興民公会を結成、同年茨城
県議に選出。14 年水戸で「茨城日日新聞」を創刊。16 年立憲改進党に入党。23 年第 1 回衆院
選以来、茨城県から議員当選 13 回。改進党掌事、憲政本党常議員、憲政会総務、大蔵省副参
政官、文部省参政官、文政審議会委員などを歴任。昭和 2 年勅選貴院議員。民政党長老として顧
問を務めた。著書に「大日本憲政史」(全 10 巻)がある。『20 世紀日本人名事典』、2004 年。 
332土居光華（1847-1918）は明治時代の自由民権運動家。明治 5 年太政官の左院に出仕した
が,翌年退職。北辰社を結成し,ついで静岡の前島豊太郎にまねかれて攪眠社社長,岳南自由党の機
関紙「東海暁鐘新報」の主筆となり,15 年同党総理となる。三重県の郡長をへて 27 年衆議院議員




334当時の貨幣価値を現代に置き換えると、企業物価指数では平成 30 年の 716.6 に対して明治
34 年は 0.469 であり、価値は 1,515 倍になる。日本銀行ホームページ 
https://www.boj.or.jp/announcements/education/oshiete/history/j12.htm/  
国家公務員初任給で見ると明治 30 年の 50 円に対して平成 27 年は 181,200 円であり、3,624
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いずれにしても国家予算としてはそれほど多いとは言えない。官国幣社 150 社335に均等に配分されたと

























                                                   
倍になる。野村ホールディングス・日本経済新聞社「MAN＠BOW」
https://manabow.com/zatsugaku/column06/2.html（いずれも 2019.11.09 閲覧） 
ちなみに明治 39 年（1906）に発表された夏目漱石『坊っちゃん』の主人公が四国の数学教師として










































                                                   
340阪本是丸「近代宗教法制度と国家神道」『宗教法』29 号、宗教法学会、2010 年、p.63.  
341齊藤、前掲書、p.3. 





































346梅渓昇「井上毅の思想的性格」『史林』43 巻 3 号、史学研究会、1960 年、pp.115-116. 











































2.1.2 「教導職廃止意見案 第三書」351 





























                                                   
351 以下、「教導職廃止意見案 第三書」の内容については、井上毅伝記編纂委員会編『井上毅伝 
史料篇第一』國學院大學図書館、1966 年、pp.389-393.による。 
352常世長胤『神教組織物語 下』画像 004-005、國學院デジタルミュージアム(2020.8.12 閲覧) 
http://k-amc.kokugakuin.ac.jp/DM/mediaList.do?data_id=15886&class_name=col
_ldl&pageNo=1  














































                                                   
353『デジタル大辞泉』ジャパンナレッジ（2020.10.21 閲覧）
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ではないだろうか。 
















































































































を 1883（明治 16）年起草としているが、新田均教授は 1884（明治 17）年起草とされる。新田
均、前掲書、pp.128-129. 










































































第 15 巻第２号、2001 年、pp.251-253. 
373新田均、前掲書、p.98.、p.103. 
374前掲『井上毅伝 史料篇第六』、pp.164-166. 


































































とは、1888（明治 21）年 6 月 27 日に行われた第 28 条に関する枢密院の質疑から明らかである。
ここで、枢密顧問官佐々木高行と島尾小弥太は憲法起草者の一人である伊東巳代治に対して次のよ

















































































28 号、1999 年、pp.31-48. 
390大石、前掲書、p.7. 
391新田均、前掲論文、p.31. 
392座談会「昭和 20 年代前後の教派神道と宗務行政」文化庁『宗務時報№119』2015 年、p.28. 
































                                                   
393大石、前掲書、p.8. 
394「シンポジウム・近代日本の政教関係の枠組みをめぐって」における百地章教授の発言。『皇學館大






































                                                   
398同趣旨として、前掲「シンポジウム・近代日本の政教関係の枠組みをめぐって」における大石教授の発
言、p.7. 













































































































                                                   
408織田萬『行政法講義 全』有斐閣書房、1910 年、pp.824-825. 
409上級官庁が、下級官庁の権限の行使を指揮するために発する命令。下級官庁はこれに従わなけれ
ばならないが、訓令は法規としての性質を有するものでないから、直接国民を拘束することはない。『法律
用語辞典(第 4 版)』ジャパンナレッジ（2020.10.21 閲覧）
https://japanknowledge.com/lib/display/?lid=506100307500030835730 
410美濃部『類集評論 行政法判例』有斐閣、1925 年、pp.437-438. 



























部に属す」として、民事訴訟の目的となり得ないとした（大正７年 4 月 19 日大審院民事部、同趣旨







                                                   
411美濃部、前掲『日本行政法』、pp.868-869. 
412美濃部『逐条憲法精義 全』有斐閣、1933 年、pp.403-404. 
413新田邦達、前掲書、pp.64-68. 
414美濃部、前掲『類集評論 行政法判例』、pp.19-22. 





































図書館デジタルコレクション「太政官布達 明治 17 年」（2021.1.17 閲覧）
https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/994271/3?tocOpened=1 
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429同上、pp.12-14. 
430同上、p.14. 
































434 クレティアン＝ギヨーム・ド・ラモワニョン・ド・マルゼルブ(Guillaume-Chrétien de Lamoignon de 
Malesherbes、1721 年 12 月 6 日 - 1794 年 4 月 22 日）は 18 世紀フランスの政治家。高等
法院検事代理、租税法院院長を経て、書物監督局長に就任した。出版統制を緩和して書物の流通
を促進、《百科全書》の刊行に尽力した。革命の際に海外に亡命したが、事態の重大化にともない帰
国、ルイ 16 世裁判の際、彼を弁護した。その後、逮捕、処刑された。『岩波 世界人名大辞典』ジャパ
ンナレッジ（2020.10.21 閲覧）
https://japanknowledge.com/lib/display/?lid=52030319420s144030_000 










フランス革命期における国家と宗教との関係は、４つの段階に分けられる。第 1 期は、1789 年６月
末の立憲国民議会の成立に始まる「人民主権下での政教一致」の段階437、第 2 期は 1791 年 4 月
13 日、ローマ教皇が「聖職者民事基本法」を公式に非難し、それによってフランス国内のカトリック教会が
2 派に分裂した段階438、第 3 期はテルミドール反動直前までの「国民公会」期とほぼ一致する時期であ
り、立憲派を含む全僧侶の給与廃止提案などの動きを端緒として、「理性の祭典」「最高存在の祭典」
の開催、そしてロベスピエールの刑死に至る、非キリスト教化が進んだ段階439、そして第 4 期は 1794 年
9 月 18 日、聖職者俸給その他の教会関係予算を国家財政から全面的に除去する法令の公布を以
て始まり、1801 年のコンコルダ締結に終わる「政教分離」の段階440である。 












                                                   
435 木崎、前掲論文、pp.20-21. 
436 同上、pp.21-23. 
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人権宣言は良心の自由を明らかにするだけであったが、1791 年憲法は「人の信奉する宗教の礼拝を







1790 年 2 月 13 日の法律で盛式修道誓願の禁止と盛式誓願修道会の廃止が定められ、1791
年憲法はその前文で修道誓願を認めないとしたうえ、第 6 条で「修道誓願を要求する……すべての外
国団体への加入により」市民権を喪失すると定めた。同様の規定は 1795 年憲法にも残り（12 条、















































































































































464西暦では 1794 年。 
465バイエ、前掲書、pp.85-86. 









ていたが、1791 年憲法 7 条は「法律は婚姻を民事契約にすぎないと見なす。立法権は、すべての市民
について差別なく、出生、婚姻および死亡を証明する様式を定め、その証明文書を受理し、保管する公













前述の 1792 年８月 18 日のデクレは、すべての修道会のみならず教育、医療、福祉等の携わる在
俗のカトリック団体の廃止を定めたが、これはそれら公役務の非宗教化を意味する471。 
このころの聖職者たちは、十分の一税472 の廃止と教会財産の国有化によって経済的自立の基盤を





























テルミドールの反動によるロベスピエールの失脚後、国民公会は 1794 年 9 月 18 日のデクレでカトリ
ック聖職者の給与および礼拝経費の国家負担を停止し、聖職者民事基本法を黙示的に廃止した。こ
れによって政教関係は「政教分離」に転じ475、1795 年 2 月 21 日のデクレでは、国家はいかなる宗教
にも関与できないとする原則を確認した。さらに、これらの決定を確認したのが、1975 年 8 月に国民公








収責任者となり、その収益の一部は聖職者の年収にあてられた。文字どおり 10 分の 1 の税率であった
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に 1 世紀先立つフランスの政教分離の最初の試みであった477。 






















































































がつくことをいったん度外視すれば、1791 年憲法による婚姻の民事契約化や、国民公会が 1794 年 9
月 18 日の決定でカトリック聖職者の給与および礼拝経費の国家負担を停止して聖職者民事基本法
を黙示的に廃止したことなどによって、①のうち、「国家」と「教会」との分離、宗教の私事化、教会（宗




















に関する規定である修正第 1 条（1791 年）が定められたことに並行するものとして注目されるが、両




















Congress shall make no law respecting an establishment of religion, or prohibiting 
the free exercise thereof; or abridging the freedom of speech, or of the press; or 
the right of the people peaceably to assemble, and to petition the Government 

























                                                   
494佐藤圭一、『米国政教関係の諸相[改訂版]』成文堂、2007 年、pp.5-6. 
495同書、p.7. 
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が許されていたのである。 
実際、修正第一条の制定時における独立 13 州の政教関係は、公認教会を持つもの（3 州）、キ
リスト教の優位を州憲法において規定しているもの（3 州）、プロテスタントの優位を宣言しているもの























原 文 の ま ま
 との過度の
                                                   
500佐藤圭一、前掲書、p.8. 






































                                                   






507 伊達聖伸「ライシテは市民宗教か」『宗教研究』81 巻 3 号、日本宗教学会、2007 年、
pp.533-534. 
































                                                   
508 R.N.ベラー著、河合秀和訳「アメリカの市民宗教」『社会変革と宗教倫理』未来社、1973 年、
p.363. 
509 佐藤圭一、前掲書、p.47.および p.56. 
510ソヴィエト憲法に関しては、清水望『東欧革命と宗教』信山社出版、1997 年、p.17. 

































                                                   
511ソヴィエト連邦における宗教弾圧の実態については、廣岡正久「ロシアにおける信教の自由」『宗教




































1515 年、教皇レオ 10 世が「聖ピエトロ大聖堂改築のため」という名目で、神聖ローマ帝国（現在の








































































                                                   
521 木崎、前掲論文、p.1. 
522 松嶌、前掲書、p.106. 
523 文化庁、大石眞・井上武史訳『海外の宗教事情に関する調査報告書 資料編 3 フランス宗教関













法の黙示的な廃止などによって「政教分離」に転じた。これらの決定を確認したのが、1795 年 8 月 22
日憲法の第 354 条である528。 
 








テルミドール派に反発する王党派は 1795 年 10 月 5 日にヴァンデミエールの反乱を起こしたが、ナポ








のためナポレオンに接近し、1799 年 11 月 9 日、ブリュメール 18 日のクーデターによって統領政府を樹
立した。しかし、軍事力を背景としたナポレオンは主導権を奪い、共和暦 8 年（1799 年）憲法によっ
て全実権を掌握したのである。 
 
                                                   
527 同書、p.379. 
528 文化庁、前掲資料、pp.6-8. 
529 1797 年の選挙では王党派が進出したが、フリュクティドール 18 日のクーデターによって、翌 1798
年の選挙ではジャコバン派が多く当選したが、フロレアール 22 日のクーデターによって、それぞれ排除され
た。桑原編、前掲書、pp.23-24. 






短期間で作られた共和暦 8 年（1799 年）憲法は、ナポレオンを第一統領とする統領政府の枠組
みを規定したが、最初のフランス憲法からの通例を破って人権宣言が置かれず、住居の不可侵など個人





















                                                   
530 平山栄一「「フランス共和国八年の憲法」について」『史学』35 巻 2 号、三田史学会、1962 年、
p.58. 
531 小泉、前掲書、p.10. 
532 コンコルダおよびその附属条項の条文は、松嶌「史料紹介 共和第 10 年ジェルミナル 18 日法(前
編) : 条文の邦訳から見るフランス公認宗教体制の成立(1)」『清泉女子大学紀要』58 巻、2010





































                                                   
535 同書、pp.53-54. 
536 同書、pp.54-56. 
537 『ディコ仏和辞典』白水社（2003 年）で、public は、「公の、公共の」「国家の、政府の」に続い
て「公開の、公衆の面前での」と説明されている。 


























第 13 条、第 14 条で定められたのは、カトリック教会の財政的基盤である。 
革命政府は、国庫の窮状を打開すべく、1789 年 11 月に教会財産の国有化を決定した541。教会
に地代収入をもたらしていた不動産はすべて没収されて、国有財産として多くは売却され、十分の一税
も廃止された。 













































545 井田、前掲論文、p.201.および p.208. 
546 松嶌、前掲書、p.61. 






































551 松嶌、前掲書、pp.107-108.および pp.151-154. 
















































































                                                   
555 谷川、前掲書、pp.128-129. 
556 井上毅伝記編纂委員会編『井上毅伝 史料篇第一』國學院大學図書館、1966 年、pp.389-
393. 



































                                                   
557 松嶌、前掲書、p.76. 
558 レモン、前掲書、p.202. 






































プ。1752 年初頭、執筆者の 1 人プラド神父の博士論文が反対派のイエズス会士たちの策動によって、












































ンコルダ期フランスにおける「共和 10 年ジェルミナル 18 日法」のカトリック附属条規、プロテスタント附属
条規、さらにプロイセンにおける宗教教師の予備教育と任命に関する法律を概観し、比較を試みる。 













神職の任用については、「官国幣社及神宮神部署神職任用令」（明治 35 年勅令第 28 号）およ
び「府社県社以下神社神職任用規則」（明治 35 年内務省令第 4 号）で定められていた。以下、主
要な条文を引用する。なお条文の表記で「者」と「もの」が混在しているが、すべて原文のままである。 
 







                                                   
569 『法令全書 明治 35 年』内閣官報局、1912 年、pp.49-53. 
国立国会図書館デジタルコレクション日本法令索引（2020.9.27 閲覧） 


















3. 国文 作文は高等試験にありては宣明体公文体 尋常試験にありては祝詞体公文体 
4. 歴史 




















                                                   
身代切り。『日本国語大辞典』ジャパンナレッジ（2020.10.21 閲覧）
https://japanknowledge.com/lib/display/?lid=2002023951ac1i6kHrX7 




3. 前条第 4 号もしくは第 5 条に掲げたる者または神宮皇学館専科卒業の者 













第12条 神職試験を受くる資格なき者には前 4 条の規定を適用せず。 
第13条 本令中主務大臣に属する職権は別格官幣社靖国神社の神職に関しては陸軍大臣およ
び海軍大臣これを行いその他に関しては内務大臣これを行う。 














                                                   
571『日本国語大辞典』ジャパンナレッジ（2020.10.21 閲覧）
https://japanknowledge.com/lib/display/?lid=2002037a0c83Thpn3sHp 


























第2条 年齢 20 年以上の男子にして左の各号の一に該当せざる者は社司社掌の試験を受くるこ
とを得。 
1. 重罪を犯したる者ただし国事犯にして復権したる者はこの限りにあらず 




574 藤本頼生「神職養成と宗教教育 : 戦後六十五年の歩みからみる現状と課題」『宗教研究』 85
巻 2 号、日本宗教学会、2011 年、p.272. 
575 神人社同人（編）『訂正増補 学階試験問題集 附・神職高等試験問題』神人社、1927 年。
国立国会図書館デジタルコレクション（2020.9.27 閲覧）
https://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1024938  
576 前掲『法令全書 明治 35 年』pp.19-21. 






5. 懲戒免官および免職の処分を受けたる後 2 年を経過せざる者。 









祭式 倫理 国文 作文祝詞体公文体 法制 現行神社法令 
第9条 （省略） 
第10条 （省略） 
第11条 左に掲ぐる者にして第 2 条の各号に該当せざる者は試験を要せず社司社掌試験委員の
銓衡を経て社司社掌に補することを得。 
1. 官国幣社及神部署神職任用令第 9 条 1 号 2 号 3 号 5 号に掲ぐる者。 
2. 皇典講究所において内務大臣の認可を得て定めたる規則により学階司業（社司にあっ
ては 6 等以上社掌にあっては 8 等以上）を附与したる者にして祭式を修めたる者。 
3. 判任待遇以上の職にありし者にして祝詞作文祭式を修めたる者 










                                                   
577 国立公文書館デジタルアーカイブ「府社県社以下神社ノ神職ニ関スル件」（明治 27 年勅令第
22 号）（2020.9.29 閲覧）










 一 名称 
 二  事務所の所在地 
 三  教義の大要 
 四～六（省略） 


















                                                   
https://www.digital.archives.go.jp/DAS/meta/listPhoto?LANG=default&BID=F000
0000000000015746&ID=&TYPE=&NO= 
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成立はしなかったものの、昭和 4 年 2 月 12 日付で帝国議会に提出された宗教団体法案でも、中
学校または高等女学校卒業と同等の学力を有することが求められている。また、神職と同様、禁治産者、








   一 禁治産者又は準禁治産者 
   二 破産者にして復権を得ざる者 



















                                                   
580新日本宗教団体連合会 HP「昭和二年宗教法案」（2020.10.21 閲覧） 
http://www.shinshuren.or.jp/regulations.php  
581 浄土宗総合研究所『僧侶、いかにあるべきか』浄土宗、2016 年、pp.17-18. 
582 上田紀行教授による調査。浄土宗総合研究所、前掲書、pp.21-22. 
583 阪本是丸、前掲書、pp.363-364. 




























                                                   





586 泉二新熊「日本刑法論下巻(各論)」第 42 版、有斐閣、1931 年、p.1033. 
587 田中、前掲『法律学事典』、p.1221. 
588 美濃部達吉、宮澤俊義増補『新憲法概論』26 版、有斐閣、1958 年 p.112. 
589 葦津、前掲書、pp.131-132. 
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れぞれに適用される「附属規定」を含み、条約に盛られた原則規定を適用する詳細な定めを設けていた
1802 年 4 月 8 日の法律であった。教会の組織・活動への国家の強力な統制権を実現したこの法律
から、宗教教師の資格に関する条文を抽出する590。 
 
「共和 10 年ジェルミナル 18 日法」（1802 年４月８日） 
カトリック附属条規 第２章 祭司 
第 16 条 30 歳以上であり、しかも生まれたときからのフランス人でなければ、司教に任命でき
ない。 
第 17 条 任命が法律［アレテ］として遂行される前に、司教に任命された者ないし任命され
る予定の者は、自らが聖務を執っていた教区の司教による、生活と精神の健全さの
証明書を得る。当該の司教候補者は、第一統領が任じた司教 1 名と司祭 2 名に
よる教義に関する試験を受ける。その結果は宗教監督官に通知される。 







第 19 条 司教は主任司祭を任命し、教会法上の叙任を受ける。しかしながら、任命が第一
統領の承認を受けた後でなければ、その任命を公表することと教会法上の叙任を授
けることはできない。 






全さの証明書 une attestation de bonne vie et moeurs」を得るとともに、教義に関する試験を受
ける必要がある。 
現代でも un certificat de bonne vie et moeurs という書類が、海外渡航時などに犯歴がない
ことを証明するものとして自治体から発行されているが、当時の「生活と精神の健全さの証明書」の内容
                                                   
590 松嶌、前掲論文「史料紹介 共和第 10 年ジェルミナル 18 日法（前編）」および松嶌「共和第
10 年ジェルミナル 18 日法(後編)および 1808 年 3 月 17 日のユダヤ関連 3 法」『清泉女子大学紀
要』59 巻、2011 年、pp.193-215. 




教義に関する試験の結果は宗教監督官に通知される。宗教参事官 conseiller d’État chargé 
toutes les affaires consernant les cultes は第一統領直属で、その実体は宗教大臣職である
592。 
 
プロテスタント附属条規 第１章 プロテスタント諸団体に共通する総則規定 
第１条 フランス人でない者は礼拝に関する職務を果たしてはならない。 






第 7 条 第二品級〔下級〕聖職者もまた、政府によって指定された行政当局者の面前において、おなじ
忠誠の宣誓をおこなう。 
第 12 条 ルター派の聖職者教育のために定められたフランスの神学校で一定期間の教育を受け、さらに
就学期間中の態度の良好さと能力、習俗に関する証明を受けていない人物は、ルター派の
聖職者に選ばれることはできない。 
第 13 条 カルヴァン派の聖職者教育のために定められたジュネーヴの神学校で教育を受け、前条で定め
られた証明を受けていない人物は、カルヴァン派の聖職者に選ばれることはできない。 















592 松嶌「1801 年のコンコルダ（2）国内事情」『白鴎大学論集』14 巻 1 号、p.233. 


































                                                   
593 松嶌、前掲論文「共和第 10 年ジェルミナル 18 日法(後編)および 1808 年 3 月 17 日のユダヤ
関連 3 法」p.194. 
594 文部省宗教局『宗教制度調査資料』第 9 巻、原書房(明治百年史叢書)、1978 年、pp.1-5. 































                                                   
595 いわゆる「お雇い外国人」は私法上の契約に基づく雇員とされていた。渡辺賢「いわゆる外国人教員
任用法と「当然の法理」」『北大法学論集』第 40 巻 第 5・6 合併号 上巻、1990 年、pp.393-
394. 
596 キリスト教史学会編、前掲書、pp.20-21.この項目の執筆者は原誠教授。 
597 同書、pp.67-74. この項目の執筆者は三好千春教授。 
598 同書、pp.37-39. この項目の執筆者は戒能信生牧師。pp.62-63. この項目の執筆者は三好
千春教授。 






































601 同書、pp.40-42. この項目の執筆者は戒能信生牧師。 

















































































611 鎌田東二『神と仏の出逢う国』角川学芸出版、2009 年、pp.66-68. 
612 齊藤、前掲書、p.328. 



























り返された615。例えば、1887（明治 20）年に内務省は、内紛を続ける浄土宗に対し「第 19 号布達
により自治の特権を享有すること能わざる者と認定する」と訓令し、1892-1893（明治 25-26）年の
曹洞宗の内紛にも介入している。こうした内務省の恣意的な宗教行政は帝国議会でも問題となり、明
治 28 年の第 8 回議会では「太政官第 19 号布逹は宗教を拘束し自由を妨げ、憲法に矛盾する」と批
判された616。 
このように、宗教に対する介入・干渉が可能な制度となっていたこと、またその制度に基づいて宗教への
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研究所紀要』第 19 輯、2003 年、p.65. 










































































































                                                   
628 葦津、前掲書、pp.23-26. 
629 村上、前掲書、pp.117-118.. 



























法制度の面から見ると、1882（明治 15）年 1 月 24 日付の内務省達第一号が神社非宗教の嚆
矢である。これは、宣教体制強化のために置かれた神官教導職を廃止するとともに、神官による葬儀を
禁止することによって、神道と宗教との分離を図ろうとするものであり、真宗の主張する「神道にして宗旨
                                                   
630 村上氏も府県社以下の神社の困難な状況は認めている。村上、前掲書、p.177. 
631 阪本『近世・近代神道論考』弘文堂、2007 年、p.252. 
632 新田均「神道非宗教論の発生ー神社非宗教論再考序説」『法と秩序』101 号、法と秩序研究
会、1988 年、p.24. 





































                                                   
637 阪本、前掲『国家神道形成過程の研究』pp.322-323. 
638 村上、前掲書、pp.118-119. 
639 例として、昭和 14 年 3 月 17 日開催「第 74 回帝国議会 衆議院 宗教団体法案委員会議
録（速記）第 13 号」における荒木貞夫文部大臣の答弁。神社と神道とが混同されがちであるとの指
摘に対して「宗教神道が神社と非常に紛らわしいという点はよくある事例」と認めつつも、神社と教派神道
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